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IBMが世界的に「サービス・カンパニー宣言」を行ったのが

1990年のことで、日本アイ・ビー・エムがサービス事業を本

格的に開始したのは1992年です。その後、サービス事業は堅

調に伸び、当社の2000年度決算において、ビジネスの約

50％を占めるに至りました。中でもアウトソーシングは、お客

様企業の経営改革手法として本格的な活用が進み、前年に

比して倍の伸びを示しています。最近では、従来の基幹シス

テムの運用・保守などを中心とする大型のフルスコープ型

アウトソーシングに加え、e-businessサイトの開発・運用な

ど、e-businessホスティング・サービスも急拡大しています。

当社のアウトソーシング事業が大きく発展した理由には、長

引く日本経済の不況の中での人員を含めた企業資産のトラン

スフォーメーションの必要性、グローバル時代に対応するコ

ア・コンピタンス経営への改革意識の高まりなど、さまざまな

外的要因がありますが、私は、「そこで求められるスキルと人

材にこそIBMのコア・コンピタンスがあった」という内的要因

も大きいと考えています。絶え間なく革新しているITは、既に

一般企業内の情報システム部門ではその全領域をカバーす

ることは困難となりつつあり、企業の情報化に対する新しい

スキームが求められています。情報技術とその適用技術を本

業とするIBMへのアウトソーシングは、お客様の情報システ

ム部門における「システム企画機能の強化」「スキル不足の

解消」といった課題、さらには「スピード経営の実現」「競争力

の強化」「コストの適正化」といった経営課題への最有効な

ソリューションのひとつです。

In 1990, IBM declared itself to be a service company worldwide. IBM
Japan started its full-scale service business in 1992, and since
then, service businesses have grown at a steady and accelerating
rate. In fiscal year 2000, this business area accounted for about 50%
of our total sales. Because more and more customers are using
outsourcing to reform their businesses, sales in outsourcing are
double those of last year. In addition to conventional large-scale full-
scope outsourcing, which deals with the operation and
maintenance of mainframe systems, we have recently seen a
rapid increase in e-business hosting services, such as the
development and maintenance of e-business sites.
The rapid growth in our outsourcing business owes much to
external factors. For example, because of the prolonged
recession in the Japanese economy, many companies need to
transform their corporate resources, including human resources. Also,
they have become more aware that in order to adapt to this global
era they must convert to core-competence management. There is
also an internal factor: IBM has the core competence in the skills and
resources to meet the companies’ needs.
Because the IT industry continuously undergoes innovation, the
typical information systems department is having more and more
difficulty in meeting the requirements placed on it, and therefore is
searching for a new scheme for corporate computerization.
Outsourcing to IBM, a company that specializes in information
technologies and their applications, gives one of the best
solutions to the following:
Issues related to information systems departments, such as the
strengthening of system planning and the need for new skills.
Management issues, such as the need for agile management,
increased competency, and the control of costs.



■ アウトソーシングは究極のサービス

2000年度の決算で日本アイ・ビー・エムのサービス事業は、9

年連続で2桁成長を達成する中で、全売上高の約50％を占め

るに至りました。このことは、サービス事業の立ち上げに携わった

身として、感慨深いものがあります。

日本アイ・ビー・エムがサービス・カンパニー宣言をした1990年

当時、売上比はハードウェアが70％、ソフトウェアとサービスがそれ

ぞれ15％程度でした。それが、情報技術革新によってハードウェ

ア価格が加速度的に安くなり、一方で、システム／ネットワーク／

アプリケーション技術の高度化・複雑化、ユーザーの裾野の広が

りなどを背景にお客様からのサービス要求が増大し、サービス事

業のウェイトが年々高まっていきました。1995年には、サービスが全

売上高の40％を超え、2000年度の約50％へと続いています。中

でもアウトソーシングは、お客様企業の経営改革手法として本格

的な活用が進み、売り上げが対前年比で倍増しています。

サービス事業は、最初から順調だったわけではありません。当

初は、サービス体系をメニュー化したりする活動を行いましたが、

お客様にサービス・メニューを提示しても反応は鈍いものでした。

当社も、お客様も、「サービスを売る／買う」ということになじみが

なく、そのことの意味をはっきり分かっていなかったからです。特

に当社は、ハードウェアの製品を売る感覚から抜け切っていな

かったと思います。お客様の信頼を獲得するには、「こちらが何

かを売ろう」というプッシュ（push）型ではなく、「まず、個々のお客

様から真の課題を聞き出し、それにおこたえする」というお客様

中心のプル（pull）・マインドが必要です。そのことに気付き、実践

するようになってから、サービス事業も軌道に乗りました。

究極のところ、お客様がIBMに望んでいるのは信頼できる

パートナーです。その意味で、お互いの実行確約（コミットメント）

の下、長期的なパートナーシップを結ぶアウトソーシングはサービ

ス事業の集大成であり、それが「アウトソーシングは究極のサービ

ス」といわれる所以
ゆえん

です。

■ 戦略的アウトソーシングの定義

日本アイ・ビー・エムでは、アウトソーシングを次のように定義し

ています。

「情報システムに関連する機能（企画・開発・運用・システム保

守・アプリケーション開発／保守など）を、その責任を含め、長期

継続的に外部の会社に委託する関係」

「一般的にお客様とアウトソーシング会社との間で提供される

サービスに対しサービス・レベルを設定し、アウトソーシング会社

はそのサービス・レベルを保証したサービスを提供する」

＜特徴＞

お互いの深いコミットメント

長期的な信頼関係（通常は10年間）

情報戦略の共有化

対等な関係を確立し共存共栄を図る

このように、お客様とアウトソーサーは「顧客─ベンダー」の関係

ではなく、「戦略的パートナー」の関係です。サービス・レベルに

よってサービスの量や品質をお互いに合意するということは、業

務の設計・企画および運営を含めてアウトソーサーに委託し、ア

ウトプットに対して対価を支払う契約となり、そのアウトプットの量

や品質をサービス・レベルにより決定する契約形態となります。

IBMでは、アウトソーシングを「情報システム部門機能のリエン

ジニアリングを通じた戦略的IT活用の強化」ととらえ、このコンセ

プト実現のためのアウトソーシングを提案し、お客様の変革を支

援しています。

■ 国内におけるアウトソーシングの変遷　

アウトソーシングの先進国は米国です。米国企業の国際競争

力の強化策として発生した欧米のアウトソーシングは、ある日突然

モノとヒトをそっくり移行するといったドラスティックなものですが、

国内では労働市場の違いもあり、独自の発展を遂げてきました。

●1993年～：
部分的アウトソーシング

国内における初期のアウトソーシングは、米国イーストマン・コ

ダック社様のアウトソーシング世界展開と、米国の新しい流れを

いち早く取り入れた三洋信販様から始まり、ITを革新的・積極

的に活用する先進的なお客様に徐々に普及していきました。

アウトソーシングの形態は、ホスト・システム運用、ネットワーク運

用など、部分的な委託が中心でした。しかし、この時期の先進的

なお客様を中心に、（1）経営上の変化（2）エンド・ユーザーの変

化（3）情報技術の変化などの環境変化、の中でアウトソーシン
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グを活用しようという研究活動が行われていました。すなわち、

ITをめぐる環境の変化に敏感なお客様の情報システム部門で

は、自ら従来の情報システムの在り方を自己変革し、経営へ貢

献する情報システム部門を目指すために、「ITをどうつくり運用す

るか」はアウトソーサーに任せ、「ITをどう使うか」に人的資源をシ

フトするためのアウトソーシングが模索されていました。いわゆる、コ

ア・コンピタンス経営のための戦略的アウトソーシングです。

●1997年～：
フルスコープ型アウトソーシング（コア・コンピタンス型）

情報システム部門のコスト構造の約半分を占めるアプリケー

ション開発・保守機能は、ITを活用したお客様企業の競争力確

保の視点でも重要です。また、昨今の目まぐるしく変化する市場

に対してITを適用するスピード、「Time to Market」の視点も日増

しに重要性を高めています。

ところで、アプリケーション開発・保守機能のアウトソーシングに

は、現在その仕事に従事されている豊富な業務知識とシステ

ム・ノウハウを持つお客様開発／保守要員の協力が必要です。

米国の場合は労働環境が異なるため、アウトソーシング時にお客

様要員をIBMに転籍していただくという方法が採れますが、国

内の場合、社会的インフラストラクチャー（労働市場・社会保険制

度）などの違いにより一朝一夕には解決できません。

このため当社では、1998年3月、大和銀行様との合弁会社ディ

アンドアイ情報システムを設立し、ジョイント・ベンチャー方式でのア

ウトソーシングを初めて実施しました。

その後、受け皿としてIBM子会社を新規に設立するタイプ（マ

ツダ様＋日本アイビーエム中国ソリューション）、お客様の子会社

に部分出資または全額出資するタイプ（NKK様、日産自動車

様）など、お客様の状況に応じた最適なソリューションを提供す

るさまざまな形態を創出しています。

また、オムロン様のように、1994年に基幹業務システムの運用

管理を委託され、1998年、新たに10年間のアウトソーシング契約

を締結して業務システム・サービスの合弁会社を設立し、全業務

系システムの開発・運用およびネットワークの運用・保守をアウト

ソーシングしている例もあります。

ともあれ、このような工夫と関係者の努力、そして、お客様の熱

意があって、国内でもフルスコープ型の大規模アウトソーシングが

実現するようになったのです。

現在は、e-businessサイトの運用など、ホスティング・サービスが

急拡大し、さまざざまなタイプのアウトソーシングが創出されてい

ます。それについては本誌面でも、別途、詳しい報告があると思

いますので、そちらをご参照ください（13～15ページ）。

■ お客様に信頼される理由

日本アイ・ビー・エムのアウトソーシング事業における発表済み

案件の契約金額は7,000億円を達成しました（2000年度）。ここ

まで当事業が発展した理由はさまざまに挙げられますが、私は

「そこで求められるスキルと人材にこそIBMのコア・コンピタンス

があったからだ」と考えています。

アウトソーシング事業における日本アイ・ビー・エムの優位性

は、以下の通りで、これらの総合力がお客様からの信頼感の源

となっています。

お客様とのパートナーシップ：

長年にわたる製品・サービスの提供が土台。

アウトソーシングのノウハウ：

米国での経験・実績・自社を含む事例、SI（Systems

Integration）で培った管理手法などに支えられた総合的な

ソリューション提供力。

質量ともに優れた人材とスキル：

社内教育の充実、ビジネス・パートナー様との協業。

アウトソーシングに参加いただく、お客様要員の処遇：

スキル育成計画とITプロフェッショナル制度による処遇。

最新のテクノロジー：

研究・開発部門、製品を持つ強み。

End to End体制：

－コンサルティング、SIからアウトソーシングまで

－インターネットから基幹業務まで

－システム開発・保守から運用まで

－部分的アウトソーシングからフルスコープまで

この最後の「End to End」体制をさらに強化すべく、サービス

部門では本年度より各サービス事業の責任者にオーナーシッ

プを与えて自在性を発揮するとともに、各サービスの連携をス

ムーズにするような体制を整えました（図1）。例えば、コンサル

ティングやSIの担当者には、そのプロジェクト終了後の運用・保
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守までを見据えた提案をするように指導しています。上流工程

でのちょっとした配慮が、下流工程の運用・保守にかかわる効

率を大きく左右するからです。また、営業部門と連携した業種

別のサービス事業体制とするなど、お客様により分かりやすい、

シームレスなサービス提供の形を検討しています。

■ e-business時代を｢勝ち抜く｣ために　

e-business時代へのサービス対応としては、まず、ネットワー

ク・サービスの充実が挙げられます。

IBMでは、1999年末から2000年初頭にかけて、AT&Tグロー

バル・サービス様の発足、シスコシステムズ様との提携など、ネッ

トワーク・ビジネスをめぐる新展開を図り、以後IBMは自前のグ

ローバル・ネットワークを持たず、独自の通信機器の製造・販売

も基本的に行わないことを発表しました（IBM3746などのSNA

製品は今後も継続して提供）。このことで一部のお客様からは、

「IBMはネットワーク事業から撤退するのか」といった“誤解”に

基づいたご質問を受けることがあります。しかし、もちろん、そんな

ことはありません。むしろIBMの考えは、e-businessの基盤とも

いうべきネットワーク・ビジネスにおいて、ビジネス・ソリューション

の提供というコア・コンピタンスに徹し、設備投資などを効率化す

るとともに、IBMの強みをさらに発揮することにあります。

一般にサーバー・ベンダーはサーバーについての最適化を、

データベース・ベンダーはデータベース構築における最適化を第

一義に考える傾向があり、そのような部分最適化が必ずしも全体

の最適化になってはいません。その点、IBMはさまざまな製品を

持ち、さまざまなシステム構築の経験があり、あくまで全体最適の

観点でお客様にソリューションを提供することができます。この総

合力がネットワーク・ビジネスにおいてもIBMの大きなアドバン

テージです。ネットワークをそれ単体としてではなく、ビジネス・

アプリケーションの一部として位置付け、お客様のe-businessを

効率的・効果的に実現していくのがIBMのネットワーク・サービ

スです。アウトソーシングにおいても、ネットワークの設計・構築

から運用・保守までを一貫してご支援します。

また、ネットワーク・サービスと関連して、本年度よりISM

（Infrastructure and Systems Management）サービス部門を新

設しました。次世代e-business推進のキーとも言える「インテグ

レーション（統合化）」と「インフラストラクチャー（基盤）」のために、

例えば、スケーラビリティーとセキュリティーといった重要なサービス

を提供する組織です。

今後、業務プロセスやアプリケーションの「統合」過程で、さま

ざまな変革が企業内にとどまらず、社外にまで波及し、経営の最

適化（合併・提携・合弁事業・共同化・新規事業化など）が求め

られるのは必至です。日本アイ・ビー・エムは、これらの動きにも

柔軟に対応する、「勝ち抜く」ためのアウトソーシングを提供して

いきたいと考えます。
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図1．日本アイ・ビー・エムのサービス事業

サービス事業（常務取締役／清水 照雄）�

　　サービス・ビジネス・オペレーションズ（取締役  内池 正名）�

　　　　　アライアンス企画（理事  尾崎 弥武）�

　　　　　営業管理・契約渉外（福井 素子）�

　　ｅ-ビジネス・マネジメント・サービス（岩田 明生）�

　　ＩＳＭサービス（理事  江田 玄）�

　　ネットワークサービス事業部（理事  漆野 道也）�

　　ＩＴＳ・アウトソーシング事業（取締役  下野 雅承）�

　　金融サービス事業部（取締役  角 宏幸）�

　　公共・公益サービス事業部（安斎 富太郎）�

　　インダストリアル・サービス事業部（取締役  遠藤 隆雄）�

　　流通サービス事業部（清水 賢）�

　　ゼネラル・ビジネス・サービス事業部（理事  大石 憲司）�

　　中部サービス（押谷 幸廣）�

　　西日本サービス（奥田 兼三）�

　　ビジネス・イノベーション・サービス（常務取締役  水谷 浩二）�

　　サービス・コンピテンシー（常務取締役  冨永 章）�

　　　　　ｅ-ビジネス・インフラ・サービス（理事  石垣 良信）�
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IBM's service business has superiority in its technology, its
processes, and its people. Among them, people, or human
resources, play the leading role in strategic outsourcing. The
retention ‘in both quality and quantity’ of skillful human resources is
the key to the success of our IT outsourcing business. To achieve this
goal, we must not only train current employees but also hire and train
new ones.
Also, for successful migration from our customers' information
systems to ours, it is essential that the skilled engineers in their
information systems departments join our team. In Western
countries, many employees in a customer's company, including
managers, are transferred to an outsourcing company. Until the
mid 90's in Japan, however, labor practice, such as lifetime
employment, which have helped companies retain skilled
resources, have prevented manpower from being mobile, and
engineers have strongly resisted the transfers to other companies that
outsourcing entails. 
To deal with this problem and expand outsourcing in the
Japanese market, IBM Japan has introduced the joint venture
(JV) scheme. Subsidiaries or JVs are set up as JVs, and IBM's
worldwide personnel systems are applied to them, with any
necessary adaptations. One example is the IBM professional
system, which is based on the skill management process. This
system, by which people undergo training that leads to new
licenses, is rated highly by employees transferred from our
customers' companies, because it motivates them to brush up
their skills as they pursue their careers.

マネジメント最前線―2
Management Forefront―2

IBMのサービス・ビジネスの優位性は、テクノロジー、プロセス、

そしてピープルです。中でも戦略的アウトソーシングは、ピープ

ル（人材）が主役のビジネスです。高いスキルを持った人材の

「質」と「量」の確保こそがITアウトソーシング事業の眼目であ

り、社内における人材育成を進めると同時に、社外からも人

材を積極的に採用し、確保・育成することが求められます。ま

た、お客様の情報システムをスムーズに私どもに移管してい

ただくためには、お客様の情報システム部門の優れた人材に

デリバリー・チームに入っていただくことは必須で、欧米のア

ウトソーシングでは、お客様からアウトソーシング会社に多数

のマネジメント、従業員の移籍が行われています。

しかし、1997年ころまでの日本においては、終身雇用に代表さ

れるような、かつて優秀な人材の企業内確保に資してきた労働

に関する制度が、国内における労働力の流動化の阻害要件と

なっており、アウトソーシングに伴う就業先の転籍・移籍には技

術者からの抵抗も強いものがありました。この課題を解決した

のが、お客様とIBMとによるJV（ジョイント・ベンチャー）方式で、

これは日本アイ・ビー・エムが日本という市場でアウトソーシング

の発展のために編み出したひとつの解決策です。

日本アイ・ビー・エムでは、JVによる合弁会社や子会社におい

ても、でき得る限りIBMのワールドワイドの人事制度を準用し、

スキル管理プロセスに基づくプロフェッショナル制度などを採

り入れており、多彩な研修と資格を伴うプロフェッショナル制

度は、お客様企業から転籍した要員にも、「自分のスキルを磨

きながらキャリアを高めていける」と高く評価されています。

ITアウトソーシングにおける人材の確保と育成
Reserving and Training Resources for IT Outsourcing

日本アイ・ビー・エム株式会社
取締役
ITS・アウトソーシング事業担当

下野 雅承

Masatsugu Shimono
General Manager
Integrated Technology Services 
and Strategic Outsourcing
IBM Japan, Ltd.
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■ 米国から学んだもの

私は本年より、ITS（Information Technology Service）事業

というハードウェア、ソフトウェアのメンテナンスからITインフラスト

ラクチャー全般の構築、運用サービスを実施する部門と、アウト

ソーシング事業という戦略的アウトソーシングのデリバリーを行う

部門、これら従来は2つであった事業体を、1つの組織として担当

しています。1994年、米国IBMの日本人駐在員としてアウトソー

シングの営業活動に従事したのが、私のサービス部門としての

最初の体験になります。1995年以降は、国内でアウトソーシング

の営業活動や製造・流通セクターのサービス担当などを経験し

た後、1999年よりアウトソーシング事業を担当しています。

アウトソーシング・ビジネスのフロント・ランナーは米国であり、日

本アイ・ビー・エムがアウトソーシング事業を立ち上げるに当たっ

て、米国IBMから学んだことは少なくありません。私自身も、「お

客様へのアプローチ方法」をはじめ、「デリバリーの構造」「長期

にわたるコスト設定と価格体系」「複雑な契約条項」など、さまざ

まなことを学びました。

アウトソーシングとは、「お客様が従来自営で行っていた仕事

を、アウトソーサーはITの専門会社としてのスキルとインフラストラ

クチャーや人材のスケール・メリットを生かして、それを自営され

るよりも経済的に実行すること」により、お客様もアウトソーサーも

互いに利益を享受する関係が成り立つことです。

しかし、事はそう簡単ではなく、通常は10年という長期にわたる

契約の下に、お客様トップからエンド・ユーザーまで幅の広い方々

の高い満足が第一に求められますし、ITや経済環境の動向を

しっかり見据えた上でのデザインでなければなりませんし、不測

の事態にも備えておかなければなりません。また日本アイ・ビー・

エムのサービス事業として一定の収益の確保も当然要求されま

す。そういったアウトソーシング・サービスを通じて具現化すべきサー

ビス内容や料金体系、前提条件などを、でき得る限りで事前に

お互いに取り決めたのが、アウトソーシング契約です。お客様か

らはよく「IBMの契約書は、他社に比べて分厚い」と言われる

のですが、パートナーシップの基礎となるアウトソーシングの契約

書は、ほかのサービスに比べ、より重要な役割を果たします。

ところで、私たちがそのような米国の先進事例や経験を適用

することで、国内でもアウトソーシング事業が順調に推移したかと

いうと、決してそうではありません。アウトソーシングそのものが国

内ではなじみの薄いものでしたし、何より経営／労働慣行の違

いが大きく立ちはだかっていたからです。

■ 国内における労働力移転の課題

アウトソーサーから見たアウトソーシング事業は、まさにデリバ

リー・ビジネスであり、お客様にお約束したことをサービスの内

容・量・価格としてデリバリーできることが必須の要件になりま

す。デリバリーには、主として人材とインフラストラクチャーがあ

り、特に、高いスキルを持った人材の「質」と「量」の確保こそが

ITアウトソーシング事業の眼目です。

そこで、社内における人材育成を進めると同時に、社外からも

人材を積極的に採用し、確保・育成することが求められますし、

フルスコープ型アウトソーシングに際しては、お客様の情報システ

ム部門の優れた人材にデリバリー・チームに入っていただくこと

が必須となります。欧米のアウトソーシングでは、お客様からア

ウトソーシング会社に多数のマネジメント、従業員の移籍が行わ

れています。転籍されたお客様従業員はITプロフェッショナルと

しての自分のオポチュニティーが広がったという点でほとんどの

方が満足されています。しかし、1997年ころまでの日本において

は、終身雇用に代表されるような、かつて優秀な人材の企業内

確保に資してきた労働に関する制度が、国内における労働力の

流動化の阻害要件となっており、アウトソーシングに伴う就業先

の転籍・移籍には技術者からの抵抗も強いものがありました。

その主な阻害要因には、以下のものがあります。現在では相

当に改善されてきていますが、まだまだ大きな課題となっている

ものもあります。

（1）社会的インフラストラクチャー

社会保険制度：現行の企業年金制度下では、勤務する会社

を変更する場合、勤務年数に応じて積み立てられた年金は個

人の年金として分離できず、退社時に放棄せざるを得ないとい

う制度上マイナスのインセンティブを持っています。米国の401k

タイプのポータブルな確定拠出年金制度がようやく本国会で成

立し、早ければ本年10月より導入される見通しとなり、変化の兆

しが現れています。

未成熟な労働市場：失業時の労働提供に重点を置いた施

策が多く、積極的な転職に対しての労働市場が整備されていま

せん。また、同一職種でも業種間の賃金格差に起因する「一物
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多価」（同一職種でも業種により労働力の価値─年収が異な

る）状態が存在し、労働市場の形成と業種間の労働力移動を

妨げています。

（2）企業の人事施策

従来続いてきた総合職重視の人事施策が専門職の育成を

妨げています。専門職への変更が、年収の減少と上位職位への

昇進の可能性の放棄を意味するとすれば、ITのように専門性の

必要な人材の育成にとってはマイナスのインセンティブになってし

まいます。

（3）社会および個人のマインド

いわゆる「就職より就社」という言葉に代表されるように、ど

のような職業を選択するかというよりは、どの会社に就職するか

に就業の選択基準を置くマインドは、とりわけ中高年の年代に

おいて、本人のみならず家族にあっても根強いものがありました。

■ 日本型アウトソーシング、JV方式

以上のような労働慣行をめぐる種々課題の解決には、根本的

には社会制度や日本人の価値観の変化を待たなければなりま

せんし、また、アウトソーサーのみならずお客様側との課題意識

の共有と解決への相互協力が欠かせません。5～6年前には、

一朝一夕には解決が難しい問題とされていました。

この問題をブレークスルーしたのが1998年、大和銀行様がス

トラテジック・アライアンス（戦略的提携）の一環として日本アイ・

ビー・エムとパートナーシップを結んだ、情報システム部門のフル

スコープ型アウトソーシングです。検討開始以来18カ月間、時に

は激論を交わしながら生み出されたこのアウトソーシングの形態

は、「情報システムの開発・運用を担当する合弁会社を設立す

るJV（ジョイント・ベンチャー）方式」で、米国にも例を見ない画期

的なものでした。大和銀行様の旧システム部のスタッフ約300名

のうち、約40名は新設のシステム企画部門に移り、ほかの約260

名は日本アイ・ビー・エムとの合弁会社ディアンドアイ情報システ

ムに出向という形とし、大和銀行様からの要員は業務スキル、日

本アイ・ビー・エムからの要員はITスキルを持ち寄って、スタート

したものです。以後、このJV方式は、大規模フルスコープ型アウ

トソーシングの有効なひとつの形態となり、住友金属工業様・三

井生命様・シャープ様に継承されました。マツダ様・日産様のア

ウトソーシングのケースでは、それぞれ日本アイ・ビー・エムの

100％出資の情報システム・サービス・デリバリー会社を設立ま

たは出資し、お客様からのシステム要員に参画いただきました。

これら合弁会社やIBM子会社に参画いただいたお客様シス

テム部門や子会社の方には、IBM出資比率に応じて適用の差こ

そありますが、基本的にはIBMの持つプロフェッショナル人事制度

を適用し、IBMの人事／研修／処遇制度に切り替えていただく

ことにより、ITのプロとしてのスキルを身に付けていただけるよう

環境整備を行っています。そうすることによって、結局はお客様に、

スキル・アップした要員を通じた、サービス品質や業務効率の改

善、スピードの向上、結果としてのコスト削減などのメリットを享受し

ていただけるからです。アウトソーシングに伴うお客様要員の受け

入れに際しては、アウトソーサーである日本アイ・ビー・エムは、お客

様に対する責任として、また、対象となられる情報システム部およ

び情報システム子会社の方々への責任として、十二分に行き届

いた配慮や処遇が求められるのは言うまでもありません。これが

「アウトソーサーへの与信」の大きな条件のひとつだと考えます。

「アウトソーシングによる分業体制の進行が、日本の産業構造

の変革において潤滑剤としての役割を果たすだろう」という識者

の指摘もあります。先行するITアウトソーシングによる労働力の移

転の始動が、日本の産業構造の変革にとっての試金石になると

も考えられ、IBMとしても責任の重さを感じています。

■ IBMの人事制度の概要

IBMでは、「成果主義による処遇」「プロフェッショナル・スキル

の育成／向上」「オープンで活力のある企業風土の実現」とい

う人事方針の下で、人事の諸制度を設けています。これらは、

IBMアウトソーシングの合弁会社／子会社に参加いただいてい

るお客様要員にも準用されています（図1）。

（1）IBMのワールドワイドの人事制度を準用し日本化した、優れ

た業績を上げた社員に高い処遇を実現する職務給制度。

（2）スキル評価→個別育成計画→達成度評価のスキル管理プ

ロセスに基づくプロフェッショナル制度。

（3）業務目標と個別育成目標の達成度評価による業績評価制度。

（4）顕著な業績を上げた社員・チームに報いる業績表彰制度。

（5）生活の安定と福利の増進を図ることを目的とした福利厚生

制度。

諸制度の中でも技術者にとりわけ高く評価されているのは、
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プロフェッショナル制度です。この制度はもともと、IBMがお客様

に対して「トータル・ソリューションを最高の技術で提供できる

パートナー企業」であり続けるために、社員の一人ひとりが高い

スキルを持った専門家集団になることを目的としたものであり、多

彩な研修プログラムが用意され、スキルに応じて認定される資

格には「スペシャリスト」とその上位資格者である「ICP（IBM

Certified Professional）」があります。これほどスタッフ専門職

を重視し、処遇している制度は他社にも例がないそうで、アウト

ソーシングの新しい子会社／合弁会社にあって、お客様企業か

ら転籍された要員にも、「自分のスキルを磨きながらキャリアを

高めていける」と歓迎されています。

■ アウトソーシングのマネジメントを体系化

アウトソーシングとプロフェッショナル制度の関係について言及

しますと、IBMコーポレーション共通のプロフェッショナル制度と

アウトソーシングという複雑なビジネス固有のロール（役割）との

組み合わせになります。例えば、アウトソーシングにおける営業活

動の最高責任者をCSE（Client Solution Executive）、サービス

提供の最高責任者をPE（Project Executive）というロールで呼

んでいます。通常CSEというロールはセールス・スペシャリスト-

サービスと呼ばれるプロフェッショナルが担当します。またSIビジ

ネスなどにおいては、期限内にプロジェクトを確実に遂行するとい

う意味で、まさにPM（Project Management）という言葉がぴっ

たりなのに対して、長期継続的なアウトソーシングでは「ビジネス

をマネジメントする」といった性格がより強く、経営センスや、大規

模な組織を動かしていくリーダーシップが求められることから、PE

というロールを定義しています。ともあれ、新しいサービス・ビジネ

スの形態を支える新しい役割の重要性への認識が高まり、日本

アイ・ビー・エムでも昨年来、PEに要求される役割を明確にし、

PE／PMの研修コースを開発しています。

また、複数プロジェクトで構成されるプロジェクト群の集合を指

す言葉として、数年前からプログラムという言葉が使われ、アウト

ソーシングで複雑な運営全体を実施する際には「プログラム・マ

ネジメント」と呼ぶようになっています。現在ではこのプログラム・

マネジメントがPMの知識体系の一環として明確に位置付けられ、

その体系化が進められています。戦略的アウトソーシングを担うプ

ロジェクト・マネジャーには、専門分野へのスキル・アップとキャリ

ア・アップの道が大きく開かれてきており、役員待遇に当たる理

事職の方も何人かいらっしゃいます。また、優れた技術者に対し

てはITA（IT Architect）、ITS（IT Specialist）としてのスペシャリス

トだけでなくICPや技術理事などの職位と称号を用意して処遇

しています。また、一般外部からもこれらのITの専門家として活

躍していただけるよう、プロジェクト・マネジャーや、開発技術、運

用技術までの幅広い領域の経験を有する方の中途採用活動も

積極的に行っています。

■ 真のWIN-WINへ

ここ10年来のITの多様化・複雑化・高度化には目を見張るもの

があります。もはや、お客様が自前ですべてのスキルを揃えること

はほぼ不可能でしょう。こういった環境の中でアウトソーシングに対

するお客様の期待・要請がどんどん高まることは当然ですが、それ

をデリバリーするには、IBM製品だけでなく他社製品も含めたさま

ざまなテクノロジー、プラットフォームのスキルが要求されますし、そ

れ以上にお客様のビジネスを十分に理解することが求められます。

幸いにもIBMでは古くからお客様の業務を理解したコンサル

タントやスペシャリストを養成してきましたし、テクノロジー面でも、

IBM製品にとどまらずデファクトのテクノロジーに対してのスキル

集団を育成してきました。また、プロセスの観点でも「プログラム・

マネジメント」や「SMC（システム管理手法）」など優れたプロセス

を持っています。「テクノロジー」｢プロセス」「ピープル」、この3つの

IBMの持つキー・エレメントを最大限に活用し、お客様のビジネス

の成功をぜひとも実現させたいと考えています。アウトソーシング

こそ「真のWIN-WIN」が実現できるサービスだと考えています。
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図1．子会社／合弁会社における人事制度の例
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One aspect of the IT revolution is that component technologies
have advanced and become increasingly complicated. This is a
main reason for the demand for IT outsourcing. However, IT
outsourcing should not be viewed merely as a solution to the
reorganization of information systems departments; we must
realize that, in the stream of IT revolution, their roles are now
changing. What people expect of an information systems
department is no longer how to establish IT, but how to make use of
IT. By shifting in this direction, the department is expected to play a
new role in corporate management and business strategies.
Since 1999, diversification in outsourcing has accelerated as
customers have changed the value chains for their businesses in
different ways. Their methods and strategies for change can be one
of the following, or a combination:
Choosing: A strategy that aims to concentrate a company's
management resources on its core competence business.
Grouping: A strategy that aims to establish an open system
having merit of scale, by sharing part of the value chain.
Adding: A strategy that adds new interfaces between the
company and its current existing customers or business partners. 
Omitting: A strategy that focuses on the core function and omits any
other functions. This strategy is used mainly when a new
business is established.
To respond to the diversifying requests for outsourcing, we are
making every effort to deliver end-to-end full-line service
smoothly, from consulting to operations and maintenance.

マネジメント最前線―3
Management Forefront―3

IT革新に伴う要素技術の高度化・複雑化がITアウトソーシング

の主要な背景となっていますが、ITアウトソーシングは、情報シ

ステム部門の合理化・効率化といった視点のみならず、ITが企業

経営にとってより戦略的影響力を高めていく中で、その期待さ

れる役割に変化が起こっているととらえる必要があります。今、情

報システム部門に期待されているのは、「ITをいかにつくるか」と

いうことから、「ITをいかに使うか」という仕事に重心を移してい

くことにより、企業経営や事業戦略における新しい役割を果た

していくことです。

1999年ころから、アウトソーシングの形態の多様化が進んで

います。こうした多様化は、まさに、お客様が事業のバリュー・

チェーンを変更する形態に応じて表れています。その変化の方

法と戦略には、1「選ぶ」：自社のコア・コンピタンスを選び出し、

それに経営資源を集中するという、コア・コンピタンス経営の実

践、2「束ねる」：バリュー・チェーンの一部を共有することにより、

スケール・メリットやオープンなシステムを形成することを狙った

戦略、3「加える」：既存のお客様や取引先との接点に新しい

インターフェースを加える戦略、4「省く」：コア機能に特化し、そ

の他の機能を省くもので、主として新規事業を立ち上げる際に

使われる戦略、の4つがあり、また、それらの組み合わせがありま

す。このような多様化するアウトソーシングに対するご要望におこ

たえするために、日本アイ・ビー・エムではコンサルティングから運

用・保守まで、End to Endのフルライン・サービスをスムーズに

連携してお届けする体制づくりを進めています。

事業戦略と連携するアウトソーシング
Outsourcing: Adapting to Business Strategy

日本アイ・ビー・エム株式会社
ICP－主席　マーケティング・マネジメント
部長

小林 正一
中小企業診断士

Show Kobayashi
ICP-Senior Marketing Management
SO Business Operation
IBM Japan, Ltd.
Registered Management Consultant



■ アウトソーシングは産業活動の知恵

アウトソーシングを広くとらえると社会的な分業であると言えま

す。人類が狩猟採集社会から農耕社会に移行した段階で、食料

生産に直接携わらない管理・記録・防衛を行う人が必要となり、

分業が発生しました。農業という技術革新が、分業という社会的

な効率化手段を生み出したと言えます。以後人類は、技術革新

の都度、職業の専門化という形で分業を重ねてきました。

現代にあっては、IT革新が情報技術の専門家という分業を促

進しつつあります。IT革新に伴う要素技術の飛躍的な増大と高

度化・複雑化が、ITアウトソーシングの主要な背景となっています。

航空機産業は技術の裾野が広く、人口1億人以上の国でな

いと形成が難しいといわれています。1億人くらいの受け皿がな

いと裾野技術のピラミッドが成立しないためだそうです。

ITも実は同じような状況になってきていると考えることができま

す。IT革新により今や数百人の社内専門家ではITのピラミッドを

作り上げることが難しくなってきました。全国IBMユーザー研究会

連合会（全国研）の調査でも、ここ数年、情報システム部門の課

題の第1位が「システム要員の量・質の確保／教育」であり続け

ていることも、この現象を裏付けていると見ることができます。

■ 基本はコア・コンピタンス経営

「外部の力を取り入れる」ということについては、花王元会長

常磐 文克氏が昨年アウトソーシング関係の講演でおっしゃって

いたことが大変印象に残っています。

「営業は強いけれど製造が弱かったり、逆に製造は強いけれど

営業が弱い企業がある。企業というものは一部の機能が強くて

も、ほかの機能が弱ければ全体として弱くなる。従ってすべての

機能を強くしなければいけない。1980年代まではこの考え方でよ

かった。ところが世の中の動きがだんだん激しくなり、すべての機

能を一流に保ち続ける時間的余裕がなくなってきた。そこで自ら

が強い部分に注力し、ほかの部分は外部の一流の力を借り、会

社全体を強くしていくという形に発想を変えていく必要がある」

つまり、「企業の競争力というものは、すべての機能の掛け算

で示される。ひとつでも50点の機能があれば、ほかがすべて100

点でも競争力は半減してしまう。ところが変化の激しい社会で

は、すべての機能を100点に保ち続けることが難しくなってきた。

そこで自らが100点を取る機能を選び出し、経営資源をそこに

集中し、その他の機能は外部の力を活用して100点を取るとい

うように発想を変えていく必要がある。これがアウトソーシングだ」

と言われているわけです。

ここで言われているアウトソーシングは、ITに限らず、製造・物

流・販売・総務などの会社機能を広く対象としていますが、そ

の中でもITアウトソーシングは、「分かりやすい」ということから

先に普及し始めていると思われます。なぜなら「餅は餅屋に」の

たとえの「餅屋」はだれであるかが分かりやすいからです。少な

くとも自社がITの「餅屋」であるかどうかの判断が容易であると

いうことです。

お客様は「餅屋であるITをコア業務とする企業」とのパート

ナーシップにより、自社のビジネス機能を強化することが可能で

す。そして従来からのお客様情報システム部門は、「ITをいかに

つくるか」ということから、「ITをいかに使うか」という仕事に重心

を移していくことにより、企業の情報化の新しい役割を果たして

いくことがますます期待されているのです。ITアウトソーシングは、

現在の情報システム部門のやり方の問題を問うのではなく、IT

革新という大きな流れの中で、その期待される役割の変化にど

う対応していくかを問うことだととらえる必要があります。

■ アウトソーシングのバリュー・チェーン・モデル

1999年ころから、アウトソーシングの形態の多様化が進んでい

ます。こうした多様化は、お客様が事業を改革していく形態に対

応しています。そこで、お客様の事業改革への戦略パターンはバ

リュー・チェーン・モデルにより説明することができると考え、ボス

トン・コンサルティングとの議論などを通じ、今起こっているアウト

ソーシングの多様化を説明するモデルを作ってみました。

マイケル・ポーターの提唱するバリュー・チェーンを企業活動の

モデルとして考えたとき、アウトソーシングによる企業の変革は、そ

のバリュー・チェーンを変化させることで実現でき、その変化の方

法と戦略には「選ぶ」「束ねる」「加える」「省く」の4つがあります

（図1）。いずれの戦略もアウトソーシングを活用することにより、戦

略の実現スピードを高めることが可能となります。

1「選ぶ」戦略

これは、自社のコア・コンピタンスを「選び」出し、それに経営資

源を集中するという、コア・コンピタンス経営にほかなりません。
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コア・コンピタンス以外のものはアウトソーシングの対象となりま

す。日本アイ・ビー・エムが1993年以来提唱し、実践してきたア

ウトソーシングの基本コンセプトです。

実は、1999年ころから起こっているアウトソーシングの多様化

は、これ以外の3種類のバリュー・チェーンの変更に対応したアウ

トソーシングなのです。

2「束ねる」戦略

これは、バリュー・チェーンの一部を複数企業や異業種企業が

共有することにより、スケール・メリットやオープンなシステムを形

成することを狙った戦略に対応しています。

コンビニエンス・ストアに金融機関ATMを設置する動きは、複

数金融機関とコンビニエンス・ストア・チェーンが協調し、金融機

関のリテール戦略としての顧客サービスの充実（24時間365日の

ATMサービス）を、「多くの金融機関のサービスも、家の近所の

コンビニエンス・ストアで手軽に夜でも昼でも利用できるメリット」

と、「街の生活拠点を目指すコンビニエンス・ストアの付加価値戦

略」が結び付き、複数企業を「束ねる」ことにより、顧客に対する

新しい付加価値の提供と、個々の企業で実施する場合に比べ

ての投資効果メリットにより実現したサービスと言えます。合併や

提携も「束ねる」戦略ですし、さらにはオープンなサイバー市場

の形成により部品購買や一般購買を効率的に実現するｅ-マー

ケットなどもこの「束ねる」戦略と言えます。

3「加える」戦略

既存のお客様や取引先との接点に新しいインターフェースを

加える戦略です。現在の販売体制に加え、インターネットによる受

注を行うｅ-コマースや電子的購買を実施するｅ-プロキュアメント

は典型的な「加える」戦略といえます。

前述のコンビニエンス・ストアにATMを設置するプロジェクト

は、もともと新しい顧客接点を「加える」ことにより顧客利便性を

高めることを狙ったもので、その効果を高めるために「束ねる」戦

略を併用しています。

4「省く」戦略

コア機能に特化し、その他の機能を「省く」もので、主として新

規事業を立ち上げる際に使われる戦略です。米国のシリコン・

バレー型のベンチャー・ビジネスなどに見られます。

例えば商品企画機能に特化した会社の設立の場合、製造・

販売・物流・IT機能などがアウトソーシングにより調達されること

になります。“コンビニATM”を企画・運営するイーネット様は、

企画・運営機能に特化し、会社機能のうちITの開発・保守・運

営や現金の装填、ATM端末の保守、警備などをすべて「省き」、

アウトソーシングにより調達しています。

インターネット革命により、これらの戦略はますます加速すると

見られます。

■ お客様ニーズの変化 ─ITからビジネスへ─

図2はIBMグローバル・サービスがお客様にご提供するサービ

スの3つの領域を説明しています。図には2つの軸があり、上下は

「ビジネス」領域から「IT」領域の幅を示し、左から右にはお客様

のIT化のプロセスを示しています。

「ビジネス・イノベーション・サービス」は、コンサルティングとSI

（Systems Integration）から成っており、お客様のIT化のプロ

セスをヒジネス領域からお手伝いするサービスと位置付けてい

ます。

同様にIT化のプロセスをITの領域からご支援するのが「イン

テグレーテッド・テクノロジー・サービス」で、お客様にご導入いた

だいたハードウェアおよびソフトウェアに対する保守に始まり、シ

ステム監視サービス、ネットワークの設計／構築サービス、システ

ム運用管理の設計から運用支援サービスまでの幅の広いIT

インフラストラクチャー・サービスや比較的小規模のアウトソーシン

グなどをご提供しています。

「戦略的アウトソーシング」は、IT化プロセスの「運用」領域に位

置付けられています。アウトソーシングの初期段階では、お客様

が運用されているシステムをIBMがお引き受けするという矢印1
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図1．企業戦略に応じたアウトソーシングの展開
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のアウトソーシングが中心でした。1997年から始まったアプリケー

ション開発・保守サービスは矢印2となります。そして昨今のアウ

トソーシングの新潮流ではコンサルティング→SI→アウトソーシン

グの矢印3の流れが出てきたわけです。つまり、アウトソーシング

を時系列的にとらえると、図の下から上への流れが見て取れま

す。つまり、戦略的アウトソーシングは、お客様の「ITの課題」の解

決から「ビジネスの課題」の解決へ進化してきたと言えます。この

ようなお客様のアウトソーシングに対するご要望の変化におこた

えするために、End to Endのフルライン・サービスをスムーズに連

携してお届けする体制をさらに整えていく必要を感じています。

■ e-businessとアウトソーシング
─お客様には「ITを使うこと」に専念していただく─

経済の自由化は事業の参入障壁を低くし、既存の業界の枠

組みにとらわれない競合を促進しています。顧客志向の経営戦

略には、競争企業との差別化を追求する機能と、お互いに協調

することによるメリットを追求する機能を割り切って使い分ける

ことも必要です。

また、コア・コンピタンス経営を追求し、外部資源を活用した

企業間の戦略的アライアンスが拡大すると、個別企業間の競合

から戦略的アライアンスを締結した企業グループ間の競合へ、

競争パラダイム・シフトが起こることが予想されます。自社の帰

属している戦略的アライアンス・グループへ参画する企業が多

いほど「規模の経済」のメリットが生じ、デファクト・スタンダード

が力をつけ、さらにグループ内での新たな「範囲の経済」や「ス

ピードの経済」が価値を持ち始めます。

e-business時代は企業の外に向けたビジネス活動にとらわれ

がちですが、実は企業の内の「経営」と「業務」を外に適合させ

ることなしにe-business企業を実現することはできません。その

中核コンセプトとなるのが「コア・コンピタンス経営」であり、この

コンセプトに基づいて、「企業モデル」の変革を達成する必要が

あります。アウトソーシングは、コア・コンピタンス経営を実現する

手法としてますます重要視されていくでしょう。そしてITアウト

ソーシングは、企業の内にあっては新しい業務プロセスを実現さ

せるインテグレーションと、外に向けてのe-businessインフラストラ

クチャー、これらの実現をお客様とアウトソーサーがITを「使う」

作業と「つくる」作業の分業体制を敷くことにより、スピードをもっ

て推進できる手段として今後ますます活用されていくでしょう。
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図2．お客様ニーズに対応するIBMアウトソーシング
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IBM's e-business hosting service offers everything you need for e-
business, from establishing a network infrastructure to developing and
operating hardware and software. In IBM Japan, this is one of the
most rapidly growing businesses in outsourcing. To specialize in it,
we established a new e-business management services section in
January, 2001.
In this article, two persons in charge of the e-business hosting
service talk freely about this service, from the overview to
applications, and also about its add-on value. The chairperson for
their talk is Show Kobayashi, from Marketing Management (see page
12).
The following is a key message from the two persons:
When you start e-business, you will experience several stages,
from publishing Web pages to practicing customer relationship
management (CRM) or supply chain management (SCM)
integrated with your legacy systems. When you choose an IT
partner, it is important that you choose the one that can respond to
your growth the most flexibly, reliably, and quickly.

マネジメント最前線―4
Management Forefront―4

IBM e-businessホスティング・サービスは、e-businessに必要

なネットワーク・インフラストラクチャー、ハードウェア、ソフトウェ

アの開発・構築・運用をすべてIBMがトータルに提供するアウト

ソーシング・サービスです。日本アイ・ビー・エムのアウトソーシ

ング事業の中でも急速に拡大している成長分野であり、2001

年1月に専門のセクションとしてe-ビジネス・マネジメント・サー

ビスが新設されています。ここでは、このサービスに日々取り組ん

でいる担当者が、e-businessホスティング・サービスの概要から

実態、その付加価値までを自在に語り合う場を設けました。司

会は、マーケティング・マネジメントの小林 正一（12ページ参照）

が務めています。

「お客様がe-businessに参入される場合、ホームページの開設

から基幹システムと統合したCRM（Customer Relationship

Management）やSCM（Supply Chain Management）の実

践まで幾つかの段階があるが、その発展にスピードをもって、柔軟

かつ確実に対応できるITパートナーを選ぶことが非常に大切」

ということが、担当者からの共通メッセージでした。

IBM e-businessホスティング・サービスの付加価値
Add-on Value for IBM's e-business Hosting Service

日本アイ・ビー・エム株式会社
サービス事業
e-ビジネス・マネジメント・サービス
部長

岩田 明生

Akio Iwata
Manager of
e-business Management Services
Services Business
IBM Japan, Ltd.

日本アイ・ビー・エム株式会社
サービス事業
アウトソーシング・サービス
e-ビジネス・サービス担当

武藤 功

Isao Mutoh
Manager of e-business Services,
Services Delivery
IBM Global Services, Japan

＜対談＞



■ 従来のアウトソーシングとの違い

小林 一般の方には、e-businessホスティング・サービスと聞い

ても、ピンとはこないと思います。そこで初めに、従来のアウト

ソーシング・サービスとの違いをお聞かせください。

岩田 e-businessホスティングとは、インターネットのバックボーン

から、サーバーなどの機器、運用管理までを提供するサービス事

業で、厳密に言えば、事業者が自分の資産のサーバーを使って

サービスを提供する「ホスティング・サービス」と、お客様の所有す

るサーバーを使ってサービスを提供する「ハウジング・サービス」と

に分けられます。

従来のアウトソーシング・サービスと違うのは、まず、お客様がア

ウトソーサーを利用する理由です。従来のアウトソーシングの対象

は、開発にしろ運用にしろ、それまではお客様がご自身でおや

りになっていたシステム領域であり、それを経営や業務効率を考

えて外部に委託したわけですが、e-businessホスティング・サービ

スの場合は、新しいビジネスの創出といった意味合いが強いも

ので、より最新の技術を駆使するために、より積極的に外部の

コンピテンシーを活用するという側面が強いと考えられます。

武藤 確かに、インターネット技術の技術要素は複雑で多岐に

わたり、それも日々進化しています。新しいソフトウェアなども続々

と開発されており、一般企業で、こうした進歩に対応していくの

は大変だと思います。そこでe-businessホスティングでは、お客様

が個別に機材や要員を整える代わりに、IBMが共用インフラ

ストラクチャーと共用要員を用意し、多数のお客様にサービスを

提供する体制を敷いています。そして、インターネット技術やハー

ドウェアの進化の猛烈なスピードに対応しながら、常に最新のテ

クノロジーを適用しています。また、開発について言えば、その期

間が従来のアウトソーシングで行っていた基幹システムなどに比

べてかなり短いこともe-businessホスティングの特徴ですね。

小林 e-businessの場合、同じようなビジネス・モデルなら、「新

しい機能を使って、新しいサービスを提供する」ことが競争に打

ち勝つ条件になりますから、ビジネス・アプリケーションなどの開

発には、第1にスピードが求められるわけですね。具体的な開発

期間は、どのくらいですか？

武藤 お客様からご相談があってから、システム設計・開発・

サービス・インまで、平均すると3カ月程度です。実は、このサイク

ルですと、テスト期間が極めて限られています。しかも、運用して

からも、種々の変更がたびたび起こります。そうした頻繁な変更

に対応しながら、システムを「つくりながら、走らせている」という感

覚ですね。その点は、従来の基幹システムの構築・運用にはない

辛さがあります。

岩田 e-business自体が「つくりながら走る」という性格を持っ

ているからでしょうね。e-businessにはベンチャー企業もどんどん

参入してきていますが、そのビジネスが成功するかどうかは実際

にトライしてみないと分からないといったこともあります。そこで、失

敗したときのリスクをできるだけ少なくする手段としてe-business

ホスティング・サービスを選択するお客様も多いですね。そういっ

たことも考慮して、通常のアウトソーシングの契約は10年以上で

すが、ホスティング・サービスの契約は1年・3年・5年というケース

が多くなっています。

■ e-businessの発展段階に対応

小林 ここに1枚のチャートがあります（図1）。このチャートの

ベースは、米国のコンサルティング会社マッキャナ・グループがe-

businessの発展段階を説明した「マッキャナ・モデル」です。ホス

ティング・サービスをご利用するお客様は、やはり、こうした段階を

踏まれるのでしょうか？

岩田 基本的にはそうですが、サービスのご利用者には多様な

層とニーズがあり、e-businessをスタートするに際して「とりあえず

自社のWebサイトを開き、インターネットでメールができるようにし

たい」という初期段階のお客様もいらっしゃれば、「今まで開い

ていたWebサイトで、いよいよe-コマースを始めたい。ついては

セキュリティーのしっかりしたシステムを再構築したい」という段階

のお客様、あるいは、「本格的にCRMに取り組み、基幹システム

との統合を進めたい」という、システム統合に向けたe-business

の成熟段階のお客様もいらっしゃいます。最初からB to BやB

to Cのビジネス発展モデルを持ち込んできて、「これをシステム的

に実現したいのだが、何とかできないか」というベンチャー系のお

客様も多いですね。また、企業内のユーザー部門が直接のお客

様になることも増えています。戦略的アウトソーシングとは比較に

ならないほど、お客様の層・レベル・要求が多種多様であること。

これも、e-businessホスティング・サービスの大きな特徴です。で

も、コンサルティングから開発・運用まで、しかも初期レベルから

基幹システムとの統合といった高度なレベルまで、1社で対応で

PROVISION  No.30  2001 17

　SPECIAL FEATURE : Outsourcing : Diversification & Growth 特集　多様化し発展するアウトソーシング�



4 4

きるアウトソーサーは少ないと思います。

武藤 そこで、お客様がe-businessが拡大していったはいいも

のの、より高次の段階に進むたびにシステムの根本的な見直し

の必要が生じ、アウトソーサーやデータ・センターを変えるといっ

たことが起こります。しかし、それは、お客様にとって、決して良い

ことではありません。例えば、目当てのWebサイトを開くと、「この

サイトは○○○に引っ越しました」といった表示が出ていること

がありますが、その時点でユーザーの大半は逃げていってしまい

ます。このように、お客様企業が接続プロバイダーを変えるのは大

きなマイナス要素になるのですが、アウトソーサーやデータ・セン

ターの変更も、システム環境の継続性や効率の面で、マイナスに

働くことが多いのです。

小林 こうした運用環境の移転やシステム移行時のワークロー

ドの問題に対応したのが、「スターター・パック」などのサービス・

メニューですね（図2）。

岩田 そうです。IBMでは、まず、より多くのお客様にe-business

環境を手軽にご利用いただくために、お客様資産の機器を使

用する、初期導入段階向け「スターター・パック」を用意しました。

また、サービス・オプションを多彩に用意し、e-businessの発展段

階に応じて、スケーラビリティー豊かなサービスを妥当なコストで

ご利用いただくようにしています。さらに高度な段階においては、

IBMが機器はもちろんアプリケーション運用支援サービスまで総
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合的に提供する「フルマネジメント・ホスティング」までのサービス

を用意しています。

小林 初期段階から同じ環境で提供するため、拡大が必要に

なった際に順次オプションを追加するだけでいい。お客様には、

投資コストの最小化をもたらす仕組みになっていると思います。

■ IBMの考えるIDC

小林 IBMのe-businessホスティング・サービスの拠点は、東京・

三鷹、この秋に開設される千葉・幕張にあるIDC（Internet Data

Center）ですが、その建物の外観は、ホスト系のデータ・センター

とどこが違うのか、部外者には見分けがつきません。どこか相違

点は、あるのでしょうか。

武藤 確かに、ホスト系のデータ・センターとIDCとの違いを建

物の外観から判断するのは難しいでしょうね。実際に、従来はホ

スト系のデータ・センターであったものが、スペースが空いたとい

う理由で、インターネット接続のための太い回線を敷いただけで

IDCに転換した例もあるくらいですから。でも、建物の室内に入

ると様子が違っているのに気付くはずです。一般に、IDC内には

ラックがずらっと並べられていて、そこにお客様からお預かりした

Webサーバーをはじめとする種々のサーバーが積み重なるよう

にして収納されています。ハードウェアのテクノロジーが進化する

につれてサーバーの形状がどんどん小型化されてきたため、こう

したレイアウトが可能になったのです。しかし、その分、面積当た

りの電力消費量は多くなり、機器を冷却するための電力も必要

になります。大まかに言って、従来のホスト系データ・センターに比

べて2～2.5倍の電力を消費しています。この膨大な電力需要に

対応できないために停電が起きれば、24時間365日動いている

ことが最低限の条件であるインターネット・システムでは致命的で

す。そのため、貸しスペース型のデータ・センターなどでは、まず

「電源設備の充実」をアピールする例も多く見られます。

岩田 「IDCの7つのレイヤー」と呼ばれるものがあります（表1）。

IDCに求められる条件と機能を、インフラストラクチャーからビジ

ネス・レベルのユーティリティーやアプリケーションまで、階層化し

たものです。一番下の「（1）ファシリティー」層では、今の話に出た

電源設備をはじめ、有人監視体制・耐震設計など、IDCにお客

様のサーバーなどの機器をお預かりし、24時間365日、最低限の

運用を行う設備と機能が必要です。

小林 最近は一種のIDCブームと言っていいほど、IDCの数が

多くなっています。こうしたほかのIDCと、IBMのIDCの違いは何

でしょう。

岩田 これも、「7つのレイヤー」で説明させていただきます。この

レイヤーの「（7）e-businessアプリケーション」と「（6）e-business

ユーティリティー」の層は、お客様が主体となって担っていただく

機能で、（1）～（5）までのファシリティーやネットワーク、サーバー提

供、システム・マネジメントが実質的にIDCが担う機能と考えてい

いと思います。この中で、運用上、最も重要なのが（5）のシステ

ム・マネジメントなのですが、それが充実していることがIBMの

IDCの大きな特徴です。e-businessのシステムでは、24時間365

日、「止まらない」ことが最低限の要件です。でも、「止まらせない」

ためには、実はシステム・マネジメントが重要であり、その技術は奥

が深いのです。

武藤 「停電」といった物理的な条件で止まることはめったにな

いですからね。e-businessシステムの特徴のひとつは、インフラス

トラクチャーとアプリケーションが複雑に絡み合っていて、何か問

題が生じたときに、その切り分けと判別が難しいことです。ほか

のIDCのカタログなどによく「システムに問題が生じたときには、

報告します」とアピール・ポイントのごとく書かれていますが、報告

するだけではあまり意味がありません。その問題がネットワークに

あるのか、サーバーにあるのか、それともソフトウェアにあるのかを

迅速に判別し、修復措置をとらなければなりません。回線やサー

バーを2重化していても、原因がソフトウェアにあり、その回復が長

引けば、システムは「止まる」状態になります。IBMのIDCは、この

ような問題判別を伴った障害管理をはじめ、キャパシティー管

理、レスポンスなどのパフォーマンス管理、セキュリティー管理など、
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表1．IDCの7つのレイヤー

（7）

（6）

（5）

（4）

（3）

（2）

（1）

e-business 
アプリケーション

e-businessアプリケーションの実施、
CRM／ERP／SCM／ECなど

e-business
ユーティリティー

システム・
マネジメント

サーバー、
イクイップメント

IPネットワーク

バックボーン・
ネットワーク

ファシリティー、
スペース

広告／宣伝、物流、決済、精算、コール・センター、与信調
査、ポータル、CA、市場調査

セキュリティー、パフォーマンス／キャパシティー、ハイア
ベイラビリティー、障害、サービス・レベル・アセット

ISPとしてのサーバー、ネットワーク機器

IPネットワーク運用

海外IP接続、広帯域バックボーン

施設、スペース、24時間365日運用
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高度なシステム・マネジメントに大きな特徴があります。システム・

マネジメントの違いは、お客様からは、初期の段階ではなかなか

気が付きにくいものです。でも、e-businessが拡大すればするほ

ど、その違いの大きさに気付いていただけるはずです。

岩田 Webサイトでの新製品の発売時などには、アクセスが集

中してトランザクション量が劇的に増え、「スパイク」といった状態

になります。このスパイクへの対応に失敗すると、これもまたWeb

サイトが「止まる」「倒れる」原因になりますね。

武藤 その対応には、サーバー数を増設するなどの方法があり

ますが、トランザクション量がサイトのキャパシティーのピークを超

える、いわゆるスパイク状態というのは、ふつう数時間で、そのた

めにサーバーを増やすのはもったいない話です。まして不特定多

数が相手のe-businessでは、サーバー数をいくら増やしたとして

も必ず対応できるという保証はないのです。そこで運用の現場

では、いざという切迫した状況では、監視システムやリソース・モ

ニターでシステムの状態を確かめながら、回線を絞ったりするな

どの“運転技術”で切り抜ける場合もあります。

岩田 IBM IDCのシステム・マネジメントは、先進的な技術や理

論に加えて、このような経験則と現実主義に支えられていること

が強みであり、お客様からの信頼獲得につながっているのだと

思います。

■ 毎週1回、お客様システムに擬似アタッキング

小林 ここまでは主としてスケーラビリティー（拡張性）の話でし

たが、e-businessにおける重要な課題に、セキュリティーもありま

すね。インターネットは、オープンで開かれたネットワークですが、そ

れだけにノンセキュアなネットワークだとされています。

岩田 e-businessのセキュリティーが脅かされる局面は、大きく

3つあります。まず、ハッカーなど悪意ある人間にWebサイトの画

像データが改ざんされたり、メールを集中的に送りつける“メール

爆弾”の攻撃を受けたりする、Webサイト開設での局面です。こ

れは愉快犯による犯行も多く、企業イメージには大きなダメージを

受けますが、あくまでサイト内での被害にとどまる限り、実害は

少ないとも言えるでしょう。次は、サイトでe-コマースを始めたと

きで、決済のためにユーザーのクレジットIDなどがネット上を行

き交い、IDの漏えい、なりすまし、詐欺などの実害が生じやす

い局面です。暗号化技術の採用が求められますし、ユーザー

のプライバシー情報の保護にも十分な配慮が必要です。そして

最後の局面が、Webシステムと基幹システムとの連携を取った

ときで、そのことは悪意ある人間に、オープンなインターネット経

由で重要な基幹データにアクセスする機会を開いてやったこと

にもなるからです。もしも、そのときにセキュリティー・ホールがあ

れば、犯罪者は必ず侵害してくると思っても間違いありません。

武藤 インターネット時代のキーワードのひとつは「オープン」

で、機器やシステムの技術情報もかなりオープンに公開されて

います。悪意ある人間がその気になれば、セキュリティー・ホール

を見つけるための知識も相当のレベルにまで習得することがで

きます。それだけにe-businessの発展段階に応じたセキュリ

ティー対策が求められます。ここで「適切」という言葉を使った

のは、セキュリティー対策は相応の費用がかかるものであり、「最

適」を追求すれば、限りなく費用がかかります。事業の規模拡大

に合わせながら適切に強化していく方法が現実には有効だと

思うからです。

小林 その点では、「スターター・パック」から「フルマネジメント・

ホスティング」まで、さまざまなレベルのオプションを用意している

IBM e-businessホスティング・サービスの仕組みは、合理的です

ね。セキュリティー対策についても、お客様の現在の局面に対応

したサービス・レベルを選べるわけですから。

岩田 IBMでは、毎週1回ワールドワイドの規模で、お客様から

お預かりしているIDC内のWebシステムに擬似アタッキングをか

け、セキュリティー・ホールの検証をしています。そして弱点が見つ

かった場合は、その対策レポートを各国のIDCの担当者に送っ

ています。さらに、その対策の報告結果が返送され、セキュリティー

対策の知識が集積されるようになっています。このような仕組み

でセキュリティー技術を高めています。

■ オリンピックで磨かれたWeb技術

小林 ところで、1996年、アトランタ五輪の公式Webサイトの構

築・運用のスキルから、WebSphere®が生まれたように、IBMの

インターネット技術とオリンピックは密接な関係がありますが、日本

アイ・ビー・エムにおいても、1998年、長野冬季五輪の公式サイト

を運営したことが国内のインターネット技術の向上に大いに貢献

したのではないですか。

岩田 まったくその通りで、世界中からアクセスが集中する最大
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5,700万ヒット／日、最大11万ヒット／分のサイトを運営し、遅滞

なくサービスを提供できたということは、国内のインターネットの歴

史を変えたと言ってもいいと思います。

武藤 一般的に、人気のあるサイトは注目度が大きいために、

ハッカーからの攻撃も激しく、今だから言えますが、長野冬季五

輪の公式サイトもメール爆弾攻撃の危機にさらされたり、さまざま

なハッカーの標的になりました。しかし、いずれも未然に防いだ

り、撃退することができました。IDCのスタッフにも、このプロジェク

トに参加していた者が多く、ここで磨かれたインターネット技術が、

セキュリティーだけでなく、さまざまなシステム・マネジメントの実践

に生きています。

岩田 最後に、IBM e-businessホスティング・サービスと、その

拠点であるIDCの付加価値をまとめておきましょう。図3をご覧く

ださい。この図で、IDCを取り囲んでいる「耐震設計」「広帯域回

線」「24時間365日」「常駐技術員」「物理セキュリティー」「拠点監

視」「電源設備」が基本的な機能。IDCであるための、いわば必

要条件です。しかし、IBM IDCの本領は、その中に書いてある

「e-businessシステム管理」と「Universal Server Farm（USF）

Technology」にあります。システム管理については、スケーラビリ

ティーやセキュリティーの先進性に即して、先にお話ししました。

USFは、各種サーバーの順列レイアウトなど、e-businessシステム

を設計・構築するに当たって、IBMがワールドワイドで集積・適用

してきている実績に基づいた信頼性の高いアーキテクチャーで

あり、ノウハウです。それは世界共通であることから、お客様には、

例えば米国でも、シンガポールでも、国内でも、IBMのIDCであ

れば、同じ構成と考え方のサービスを享受していただけます。

武藤 IDCを選択する際には、必要条件だけでなく、ぜひ、十分

条件を選択の基準にしていただきたいものですね。お客様のe-

businessが発展して、基幹システムと連携する段階では、ホスト

系の技術に一日の長があるIBMとお付き合いいただくことの価

値はさらに高まることと思います。先ほど、スパイク時の対応の話

をしましたが、今、東京基礎研究所が参画して、Webサイトのアク

セスが超ピークになった場合のシステム構成の最適化研究も進

めています。このような研究開発からビジネス・コンサルティングま

で、さまざまなバックアップ部隊が控え、お客様の課題に対して総

合的にソリューションを提供できるのも、IBM e-businessホスティン

グ・サービスならではのアドバンテージだと思います。

小林 e-business自体が企業の基幹業務に限りなく近づいて

いる時代に、IBMのホスティング・サービスの付加価値がますま

す発揮されそうですね。お客様にとっては、e-businessを展開す

るためのひとつの有効な選択肢になると思います。本日は、どう

もありがとうございました。
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図3．e-businessホスティング（コンプレックス）拠点
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